
福井市春山２丁目３番１０号

福井信用保証サービス株式会社

代表取締役　中嶋　浩顕

(単位：円)

科   目 金   額 科   目 金   額

【流動資産】 8,684,749,929 【流動負債】 6,036,400,236

現金 171,094 未払費用 18,685,136

預金 8,581,925,326 未払法人税等 76,992,500

未収金 預り金 816,374

仮払金 5,177,100 前受保証料 4,352,292,370

前払費用 78,995 仮受金 4,910,954

未収収益 20,058,612 賞与引当金 3,186,459

求償債権 241,716,538 未払消費税 434,100

貸倒引当金 ▲ 164,377,736 保証債務損失引当金 1,579,082,343

【固定負債】

【固定資産】 823,755,888

有形固定資産 112,259,892 負債の部合計 6,036,400,236

建物 12,802,705

建物附属設備 1,329,890 【株主資本】 3,470,743,829

構築物 1,115,834 資本金 50,000,000

工具器具備品 351,463 利益剰余金 3,420,743,829

土地 96,660,000 利益準備金 7,680,000

その他利益剰余金 3,413,063,829

無形固定資産 　別途積立金 700,000,000

繰越利益剰余金 2,713,063,829

　（うち当期純利益） (295,500,407)

投資その他の資産 711,495,996 【評価・換算差額等】 1,361,752

投資有価証券 130,338,525 その他有価証券評価差額金 1,361,752

保証金 8,000

繰延税金資産 581,149,471

純資産の部合計 3,472,105,581

資産の部合計 9,508,505,817 負債及び純資産の部合計 9,508,505,817

貸   借   対   照   表

（２０１９年３月３１日現在）



          自　2018年4月 1日
          至　2019年3月31日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
計算書類の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は次のとおりであります。

１．有価証券の評価基準及び評価方法
   その他の有価証券
　　　時価のあるもの　　：　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
　　　　　　　 　　     　  法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　時価のないもの   ：　　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産　　　：　　定率法
　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに平成28年

4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　無形固定資産　　　：　　定額法
自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）で償却しております。

３．引当金の計上基準
　　（１）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、保証債務の履行により発生した求償債権につい
ては、担保等の処分・実行による回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

　　（２）保証債務損失引当金
保証債務の履行による損失に備えるため、当社の資産の自己査定ならびに償却・引当
基準に基づき、必要と認める額を計上しております。

　　（3）賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、翌期支給見込額のうち当期の負担額を計上して
おります。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　（１）リース取引の処理方法

平成20年4月1日前の契約のファイナンス・リース取引及び事業の重要性が乏しくかつ、
契約金額が300万円以下のファイナンス・リース契約については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理としています。

　　（２）消費税等の会計処理
税抜き方式を採用しております。

５．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）
を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金
負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

個　　別　　注　　記　　表



Ⅱ. 貸借対照表に関する注記
１．保証債務残高 448,023,918,589 円
２．有形固定資産減価償却累計額 66,914,486 円

Ⅲ. 株主資本等変動計算書に関する注記
１．当該事業年度の末日における発行済株式の数 1,000 株

Ⅳ. 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　①繰延税金資産

保証債務損失引当金の繰入超過額 540,993,604 円

貸倒引当金の繰入超過額 30,149,898 円

賞与引当金の繰入超過額 1,091,680 円

未払事業税 6,759,360 円

減価償却資産の償却超過額 2,416,441 円

固定資産除却損否認額 346,639 円

一括償却資産損金算入超過額 166,333 円

繰延消費税 111,141 円

その他 170,682 円

繰延税金資産 合計 582,205,778 円

評価性引当額 ▲ 346,639 円

繰延税金資産 合計 581,859,139 円

　　②繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 709,668 円

繰延税金負債 合計 709,668 円

繰延税金資産 純額 581,149,471 円

Ⅴ. 関連当事者との取引に関する注記

１．取締役　小林　義史　に対し、当社は保証取引があります。

以　上


